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◆これまでの取組を振り返って◆  

 

◆ＮＰＯ活動等の環境の整備 

これまで、県では、ボランティア団体やＮＰＯの活動を促進するため「Ｎ

ＰＯサポートセンター」の設置や市民活動の財政基盤を支える「ＮＰＯサポ

ートファンド」の創設支援など環境整備を行ってきました。 

 

◆多様な主体とのパートナーシップの構築 

また、「協働による地域づくり活動に関する宣言書」による協定の推進や、

県とＮＰＯ等との協働を進めるための「秋田県協働推進ガイド」の策定、包

括協定の締結など、県と多様な主体との対等なパートナーシップを築くため

の取組を進めてきました。 

 

◆企業との連携やコミュニティビジネスへの支援 

  さらに、企業やＮＰＯを対象にした「ＣＳＲセミナー」等の開催や、遊学

舎に企業の情報を集めて関係者に提供する「企業プラザ」の設置などにより、

企業の社会貢献活動と地域活動とのマッチングを図ってきたほか、コミュニ

ティビジネスの立ち上げを支援してきました。 

 

◆協働による地域づくりの推進 

このほか、地域づくりを牽引する地域リーダーの養成や、小規模高齢化集

落の住民が自ら行う集落活性化活動への支援、大学との連携による地域づく

りなど、多様な主体との協働による地域づくりを進めてきました。 
 

◆地域や社会の課題解決の取組の推進  

 地域の主役である県民一人ひとりが、それぞれの立場で、地域や社会の課

題解決に自ら参加し、協力して取り組んでいくことを一層推進する必要があ

ります。 
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◆現状と課題（戦略の背景、データ）◆ 

◆豊かな地域資源や地域の「絆」を有する秋田 

 人口減少、少子高齢化が急速に進行する本県では、小規模高齢化集落の増

加など、地域活力やコミュニティ機能は低下傾向にあります。 

しかし一方で、そうした地域は豊かな資源に恵まれ、都会では失われかけ

ている地域の「絆」などがいまだ残っており、そのような有形無形の資源を

しっかり受け継ぎ、新たな視点から見つめ直し、活用していくことにより、

将来に希望が持てる元気な地域社会を形成していくことが必要です。 

 

◆地縁組織や高齢者は地域社会づくりの大きな原動力 

 本県は、１０万人当たりのＮＰＯ法人数は全国下位となっていますが、 

地縁組織をベースにした地域活動などにおいては、豊かな経験を有する元気

な高齢者の取組や参画が地域社会づくりの大きな力になっています。 

このような力を更に大きく確かなものとしていくために、ボランティアや

ＮＰＯなどの活動を通じて、県民が持てる力を地域や社会のために十分に発

揮してもらえるようにしていくことが必要です。 

 

◆新たな活動の芽生えとそのサポート  

企業の社会貢献活動や大学の地域貢献活動などが活発化してきているほ

か、災害時におけるボランティアによる支援活動や、地域衰退の危機感など

を背景にした住民活動など、住民が自らの手で課題の解決に立ち向かおうと

する取組が生まれてきております。 

また、秋田の農村女性の起業数が平成１９年度に全国一となっているよう

に、ビジネス的手法を取り入れて地域活性化などの課題解決に取り組んでい

るところもあり、このような動きを後押ししていくことが必要です。 

 

◆協働による地域社会づくりの推進 

行政サービスに対する住民ニーズの多様化が進む一方、行政が厳しい財政

状況に直面していることを背景に、様々な課題が発生しています。 

このような中で、行政単独では解決できない問題や住民だけでは解決でき

ない問題などに立ち向かうためには、相互にお互いの不足を補い合い、とも

に協力して課題解決に取り組んでいくことが必要です。 

また、地域を良くしたい、次の世代にしっかりと残したいという思いを行

動に移し、多様な主体が協力して地域づくりを進めていくことが必要です。 

 

◆県・市町村による新たな協働の推進 

 少子高齢化の進行や地方分権が進展する中にあっては、県と市町村が様々な

分野で協働し、その総合力で住民サービスの向上や地域の自立と活性化を図り、

県勢を発展させていくことが必要です。 
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【目標①】 
 

○過去１年間に仕事以外の社会活動や地域活動（ＮＰＯ活動、ボランティア

活動、自治会活動）などに参加した人の割合が、平成２５年度には５０％

となることを目指します。 

 

○数値目標の考え方  

■老若男女の県民がそれぞれの立場から、可能な限り地域活動や社会活動に

参加し、様々な課題解決に向けて取り組むことが望まれます。 

■当面の４年間で、県民一人一役運動や活動拠点づくりなどにより県民の多

様な活動への参加を促進し、２０歳以上の県民の２人に１人は参画するよ

うになることを目標とします。 

■現状値については、こうした状況を把握できる数値が無いため、県民意識

調査（注１）の値を参考として示しています。 
 

（注１）「休日などのまとまった「自由な時間」を現在どのように過ごしているか」につい

て、２６項目を示し、５項目を選択してもらうものです。平成１１年度から実施し

ており、「ボランティア活動、地域活動」との回答は５～７％台で推移してきていま

す。    

 

○年度別目標         

（現状値 ５．８％）    

Ｈ２２年度  ２０％ 

Ｈ２３年度  ３０％ 

Ｈ２４年度  ４０％ 

Ｈ２５年度  ５０％ 

 

                                  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆当戦略が目指すところ（目標）◆ 

目標
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◆当戦略が目指すところ（目標）◆ 

【目標②】 
 

○ビジネス的な手法を取り入れて地域の課題解決や活力向上を図るコミュ

ニティビジネスやビジネスモデルの立ち上げ件数が４年間で２００件を

突破することを目指します。 

 

○数値目標の考え方 

■ＮＰＯや地域づくり団体などが立ち上げたコミュニティビジネスの件数

は、平成１５年度以降２０件前後と横ばいで推移しています。 

■豊富な地域資源等を活用した秋田らしいコミュニティビジネスが地域活

性化の起爆剤として県内いたるところで立ち上がることが望まれます。 

■こうした取組を加速するため、ビジネスモデル支援や起業支援などにより

毎年度の立ち上げ件数を増やしながら、２２年度から４年間で過去４年間

の立ち上げ件数（８４件）の２倍以上となる２００件（累積で３４３件）

の立ち上げを目指します。 

 

○年度別目標         

（現状値 １４３件）   

Ｈ２２年度 １９３件 

Ｈ２３年度 ２４３件 

Ｈ２４年度 ２９３件 

Ｈ２５年度 ３４３件 

 

 

 

 

 

 

 

                        

 

※ 現状値は、平成１５年度からの累積です。

ただし、２１年度の数値は実績が未定のため

推計値となっています。 
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○戦略の視点 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

                    ○プロジェクト 

○戦略を構成するプロジェクト      を構成する主な取組数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆戦略の全体像◆ 

人口減少、少子高齢化が急速に進行し、小規模高齢化集落が増加する中にあっ

て、地域活力を高め、コミュニティ機能の再生や強化を図ることは、喫緊の課題

となっています。 

こうした課題に対応していくためには、地域の身近な課題に対して地域住民が

主体的に取り組んでいくとともに、ＮＰＯ、企業、行政など多様な主体が協働し

て取り組んでいくことが不可欠と考えます。 

そのため、地域のコミュニティ活動やボランティア・ＮＰＯ活動へ参加する県

民を増やすとともに、多様な主体による協働の取組を定着させ、地域活性化やコ

ミュニティビジネスなどの実践的な活動を推進するほか、行政と多様な主体との

協働や県と市町村の協働による新たな取組を加速させる次の３つのプロジェク

トを掲げ、多様な主体が協働の取組により、新しい公共を担っていく社会を目指

します。 

プロ１：県民の多様な活動への参加促進と

協働の推進 

プロ３：行政と多様な主体との協働の推進 

１２件 

５件 

５件 
プロ２：協働の取組と新ビジネスの展開によ

る地域活力の創造 
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プロジェクト１：県民の多様な活動への参加促進と協働の推進 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

◆方向性①◆ 

取組①：「県民一人一役（活動）運動」の推進   
 

「県民一人一役」を合い言葉に、マスメディアや広報紙を活用して積極的にキ

ャンペーンなどの普及啓発活動を展開し、身近な地域活動等への県民の参加意欲

を喚起します。 
 
【県民一人一役（活動）運動のイメージ】 

 県民一人ひとりが、地域の祭りや町内会活動、県民運動、ボランティア活動などに

積極的に参加し、県民が主役となった秋田づくり、地域づくりを展開 

まず参加しよう！ 

地域のコミュニティ活動やボランティア活動、ＮＰＯ活動等の社会活動への理解

を図るとともに、秋田が直面する様々な課題の解決に向けた取組に参加する人の拡

大を促進します。 

 

○ 目指す成果（平成２５年度末） 

 

 ＮＰＯやボランティアなどの社会活動や地域活動へ参加する県民が増えています。 
（過去１年間に仕事以外の社会活動や地域活動に参加した人の割合 → ５０％） 

◆ 主 な 取 組 ◆ 

県民のコミュニティ活動やＮ

ＰＯ活動への参加促進 

取組②：地縁組織の地域づくり支援 

 
 自治会や集落組織などの地縁組織による自主的・主体的な地域づくりを促進す

るため、地縁組織が自ら実施する研修会や会議などの開催を支援します。 

 

【取組事項】 

・県では市町村からの依頼を受け、地域づくりのための研修会や学習会に進行

役等の必要な人材を派遣 

・先進的な取組内容等を、インターネットや事例集等の様々な媒体を活用して、

地縁組織等に情報提供 
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取組③：未来を担う子どもたちの地域活動への参加促進 
 
 親と子が一緒に、地域づくり活動や地域の伝統文化を継承

する活動に参加し、未来を担う子どもたちが地域の様々な活

動に興味を持ち、将来、地域活動に取り組もうとする意識

を醸成します。 

 また、中学生、高校生が地域づくり活動や市民活動に参

加するための環境を整えます。 

 

【取組事項】 

・親子で参加する地域づくり活動を支援 

・中学生、高校生が地域づくり活動や市民活動へ参加するための情報提供やマッチ

ングを実施 

・ＮＰＯ等と小中学校の連携・交流のモデル事例集の作成 

・教職員等に対するＮＰＯ活動や協働についての情報提供 

取組④：シニア世代のＮＰＯ活動への参加促進 

 
 豊富な知識や経験などを有する第一線を退いた方々等が実社会で培った大き

なパワーを秋田の課題解決に向けて活用していただけるよう、ＮＰＯ活動への

参加を促進します。 

 

【取組事項】 

・ＮＰＯとの連携による退職者・退職予定者 

を対象とした体験学習会の開催 

・ＮＰＯが実施する企業への出前講座に対す 

る支援 

・県職員を対象としたＮＰＯ活動体験学習会 

の開催 

・シニア世代に対するＮＰＯ活動への 

参加意欲を喚起する魅力あるセカンド 

ステージのモデルメニューの作成・提案 
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取組⑤：自立的な活動を育てるアダプトプログラムの普及・促進 
 

地域住民や地域企業が、公共の場所や施設を自分たちの手できれいにしたり、

保存したりする自立的な活動を支援します。 

 

【取組事項】 

道路や河川の一定区間などについて、住民や地域企業と県及び市町村がパート

ナーズ協定を締結し、協働して維持管理を担う。住民や地域企業は、草刈りや清

掃、花壇の整備などを実施し、県は表示看板の設置やＰＲ、必要機材の貸与、市

町村は、ゴミ処理に関する協力などを行う。 

取組⑥：「ボランティアやＮＰＯ！まず知って」キャンペーンの展開 

 

ボランティア活動やＮＰＯ活動の具体的な内容などをより多くの県民が理解

し、多数の県民の参加が図られるよう、活動団体が実施する参加者拡大に向け

た紹介イベントの開催などを支援します。 

 

【取組事項】 

・ＮＰＯ等が実施する活動紹介イベントの開催支援 

・一般の県民とＮＰＯ等との交流を促進する「県民交流の日」や「県民交流ウィ

ーク」の検討 

・ＮＰＯまつりの拡大（県北・県南地区でも開催）、地域行事でのＰＲ、ＮＰＯ

活動１日体験講座などの開催 
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◆方向性②◆ 
県民協働のための基盤づ

くりの推進 

◆ 主 な 取 組 ◆ 

取組①：協働に関する県民理解の促進 

 
 県民、企業、大学、ＮＰＯ、行政が互いに情報交換やプランづくりを行い、

地域の課題を解決していけるよう、テーマ別学習会やワークショップの開催を

進めます。 

 また、多様な主体による協働の成果をまとめた「実践モデル集」を作成・配

付するとともに、県民の取組気運を高めるための活動報告会等を開催します。 

 

【取組事項】 

・解決すべき研究テーマを公募し、「○○研究会」の立ち上げ 

（テーマ別学習会・情報交換会・ワークショップの開催） 

・情報収集のためのネットワークづくり 

 

【実践モデル集で取り上げる項目例】 

・環境  ・子育て  ・自殺予防    ・障害者支援   ・老人福祉 

・生き甲斐づくり   ・まちづくり   ・イベント開催 

・芸術文化の継承   ・地域文化の継承 ・職人技術の継承 

・職業観の育成    ・食育      ・青少年の居場所づくり など 

もっと良く知り、しっかり支えよう！ 

協働の必要性について県民の理解を深めていくとともに、ＮＰＯや企業、大学な

ど多様な主体による協働の取組を促進するため、活動内容の周知や人材の育成、資

金の援助、活動拠点等の基盤整備を図ります。 

 

○目指す成果（平成２５年度末） 

 「協働」に関する県民の理解が進むとともに、「協働」による具体的なアクションを

起こそうとしている県民等を側面からサポートする仕組みが充実しています。 
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取組②：活動情報のプラットフォームづくり等への支援 

 
ＮＰＯや地域づくり団体相互の活動情報の交換・発信が活発に行われるよ

う、ＮＰＯ等民間ウエブサイトによるプラットフォームの立ち上げを支援しま

す。 

また、活動主体の情報発信力を強化するため、ＨＰ作成の専門家によるアド

バイスが受けられる体制を強化します。 

 

【取組事項】 

・携帯電話やブログなどによる情報管理システムの開発支援 

・新プラットフォームの立ち上げ支援・補助 

・県北・県南・中央のＮＰＯサポートセンターのＩＴ相談員による団体個別

指導 

 

【プラットフォーム立ち上げスケジュール】 
Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

○ＮＰＯ等と一体と
なったコンテンツづく
り

ウエブの供用 検討・内容改善 検討・内容改善

 

取組③：多く人が集える活動拠点づくりの促進 
 

 地域の人々の交流を核とし、地域課題を解決するための活動拠点（コミュニテ

ィサロン、カフェ、レストラン）づくりを支援します。 

 

【支援メニュー】 

・既存施設等を活用した活動拠点施設の確保に要する資金の支援 

・コミュニティビジネスとしてのコミュニティカフェやレストランなどの立ち

上げに必要な資金の支援 
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取組⑥：県外の人たちとの協働の仕組みづくり 
 

 秋田を良くしようとの気持ちを抱く県外の方々の思いを具体化するため、そう

した人たちと県民が、共に良い秋田づくりを目指して取り組める協働の仕組みづ

くりを進めます。 

 

【取組事項】 

・ネットワークや「絆」を強固にする「秋田を良くする会議（仮称）」を県外

において開催 

・県外の学生・社会人・県人会・ふるさと納税者などから秋田の活性化につな

がる「提案」を募集 

・「秋田の応援団」人材データ登録者との連携強化 

取組④：スギッチファンドへの支援 
 

 県民・企業・行政などの寄付による市民活動団体への助成により、社会全体で

ＮＰＯ活動を支える新たな仕組みとして設立されたＮＰＯサポートファンド（名

称『あきたスギッチファンド』）の運営を支援します。 

 

【取組事項】 

・資金調達の企画・立案等を行う人件費の支援 

・ＮＰＯファンドの助成事業の経費に対する補助 

 ・広報のためのパンフレット作成等の経費に対する補助 

 

取組⑤：リーダー人材等の育成 
 

 多様な主体の活動が、継続して進められるようＮＰＯ活動や地域づくりを牽

引するリーダー人材やコーディネート人材など「地域活性化プロデューサー」

の育成を強化します。 

 

【取組事項】 

・「Ａｋｉｔａふるさと活力人養成セミナー」の充実 

・ＮＰＯ中間支援組織職員などのリーダー育成事業の推進 

（地域づくりリーダーとなる人材を３０人程度育成する。） 

・協働のコーディネート人材育成研修会等の開催支援 

 ・自治研修所や県庁舎の会議室を利用した、県職員全員参加の研修の実施 

・地域振興局を利用した市町村職員への啓発のための研修の実施 

・人材育成研修の開催又は、研修費用の支援 

 ・地域活性化プロデューサーの育成塾の開催 
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プロジェクト２：協働の取組と新ビジネスの展開による 

地域活力の創造 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆方向性①◆ 
多様な主体の協働による

地域活力の創造 

◆ 主 な 取 組 ◆ 

取組①：県民の参加と協働による地域再生・元気創造プロジェクトの

展開 
 

県民参加による地域再生への取組の動きを加速するとともに、県民や地域

発案の活性化プランによるビジネスの芽を育てるための協働モデル・プロジ

ェクトを推進します。 

 また、地域活性化のビジョンを掲げ、その戦略をつくり、地域資源や人材

をコーディネートしながら大胆な発想で地域活力を創造していく「地域活性

化プロデューサー」を育成します。 

 

【取組事項】 

（地域活力創造戦略プロジェクト） 

・地域再生に向けた、祭り、雪、伝統工芸・伝統食、ニューツーリズム、新

産業創出、若者定着などをテーマにした活動や、地域固有の資源を活用した

先導的取組などを支援し、新たな視点からのビジネスの芽の育成。 

（例）川辺空間賑わい創出、温泉街等町並み再生、秋田お祭り広場創設など 

 

（地域活性化プロデューサー育成塾） 

・年間概ね１０回の育成塾を開催 

・基本的に土日を利用した泊まりの週末塾 

・プロデューサーのネットワーク等を構築 

とにかく、やってみよう！ 

多様な地域課題の解決に向けて、協働する相手の特性を活かした特色ある実践活

動を促進します。 

 

○目指す成果（平成２５年度末） 

 大学や企業の地域貢献活動やＮＰＯ等との協働による取組事例が増え、こうした

取組が地域に活力を与えています。 
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取組②：多様な人材・企業・大学の協働による「元気ムラづくり」等

の実践 
 

○「集落支援員」や「地域おこし協力隊」制度について、市町村にその内容

や先進事例などの情報提供を随時行い、市町村の取組を促進します。  

【集落支援員制度】 

 ・地域の実情に詳しく、集落点検の実施や話し合いの促進などに関してノ

ウハウ・知見を有した人材を登用し、市町村職員や集落住民と協働して

対策に取り組む活動を支援する国の制度 

【地域おこし協力隊制度】 

 ・地域で暮らして地域社会へ貢献することを希望する意欲ある都市住民を

委嘱し、概ね１年以上３年以下の期間で地域協力活動を担ってもらう活

動を支援する国の制度 

 

○一社一村運動（企業の社会貢献活動（ＣＳＲ）による地域支援活動）や一

学百村運動（大学の地域貢献活動による地域支援活動）による地域づくりを

推進します。 

【取組事項】 

・地域課題や地域住民ニーズの把握 

・住民ニーズに応えるノウハウ等を持った活動主体の把握 

・情報提供による大学や企業等と地域の橋渡しやマッチングの推進 

 

○県と市町村が連携し、「あきた元気ムラ応援団」の活動の拡大を図り、集

落の自立と活性化に向けた取組をサポートします。 

【あきた元気ムラ応援団】 

・あきた元気ムラ応援団は、農村集落を応援するため、県民、企業、ＮＰ

Ｏ法人等の応援団と農村集落が協働活動を通じて行う県民一人一役運動 

・県と市町村が高齢化等対策協議会の活動として連携を図りながら、相談

窓口の設置、応募受付、集落と応援団双方のニーズのマッチング、商談

会の開催及び情報発信等を実施 
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取組③：体験活動や都市農村交流の促進 
 

子どもたちの農村での体験活動や都市農村交流を地域全体で支える仕組

みを構築し、未来を担う子どもたちの豊かな人間性や社会性を育むととも

に、地域資源や人材の活用による受入地域づくりを促進します。 

 

【取組事項】 

・本県の子どもたちの農山漁村体験や首都圏の子どもたちとの都市農村交流

の支援 

・体験活動の受入体制づくりの支援 

・体験活動や交流を支える県内外のサポーターの育成 

・取組促進のための課題等の検討（県推進協議会「子どもの輝き応援団」の

開催） 

・受入地域と学校等との連携を支援 

・普及啓発のためのシンポジウムの開催やホームページの充実 
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取組①：コミュニティビジネスなどの起業化の支援 
 

 地域住民等が主体となって地域資源（人材、情報、ノウハウ・技術、モノ）

を活かしながら、地域課題の解決にビジネスとして取り組む「コミュニティ

ビジネス」を推進します。 

また、大学などが取り組む、社会的課題の解決に挑む社会起業家の育成を

支援します。 

 

【取組事項】 

・コミュニティビジネスの事業化 

や経営に関する相談・支援体制等 

の強化 

・県内におけるコミュニティビジネ 

スに要する経費の支援 

・起業を支援するための理論・実践・ 

ネットワークづくり等に関する研 

修会等の開催支援 

 ・コミュニティビジネスの試験的 

展開の場の提供 

・県内の大学及びＮＰＯと連携した 

社会起業家の育成 

・ＮＰＯなどが自分たちの活動資金を得るため 

の手段として取り組むコミュニティビジネスに対する支援 

 

 

◆方向性②◆ 
新たなビジネスモデルの 

展開による地域活力の創造

◆ 主 な 取 組 ◆ 

ビジネスにしてみよう！ 

地域が主体となり、住民自らがビジネス的手法を用いて地域課題の解決や地域お

こし、コミュニティの再生を目指す取組を推進するとともに、そのような活動を具

体的継続的なビジネスに結びつけるための支援を展開します。 

 

○目指す成果（平成２５年度末） 

■ コミュニティビジネスの立ち上げ件数 

平成２１年度 ２０件 → 平成２２～２５年度までの４年間で ２００件

  （累積：１４３件）               （累積：３４３件）
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取組②：地域の再生・活性化をベースとした新たなビジネスモデルの

創出 

 
 高齢化集落をはじめとする地域の自立と活性化のため、そこに暮らす人々

が、経験、技、資源、やる気を生かして、生きがいに加えて地域に収入をも

たらす新たなビジネス展開を支援します。 

 

【取組事項】 

・起業を目指す県内の学生、若者を発掘し、ビジネス創業・起業をサポート 
・他産業と連携した新たな農ビジネスの展開に向けた農村女性活動の促進や

女性起業のキャリアアップを支援 
・アグリ・コミュニティビジネスを基軸とする総合的な対策を推進 

  （実証支援、人材育成、モデルプラン策定から実践活動立ち上げ支援等） 
・じっちゃん、ばっちゃんの底力を結集した新たなムラビジネスの展開支援 
・高齢者の生活の利便性を向上させる新たな生活支援サービスモデル事業の

推進やそのビジネス化を支援（市町村、大型小売店、コンビニ等） 
・今後成長が見込まれる分野など（健康・福祉、安全・安心、環境、シニア

や児童）をターゲットにした事業のビジネス化を支援 
・農林水産物・加工品やスポーツなどを活用した観光ビジネスプランの事業

化を支援 
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プロジェクト３：行政と多様な主体との協働の推進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

◆方向性①◆ 県と市町村の協働の推進 

少子高齢化の進行や地方分権の進展を踏まえ、県及び市町村が協働し、その総合

力で住民サービスの向上や地域の活性化を図ります。 

 

○目指す成果（平成２５年度末） 

 多様な事業について、県と市町村の合意による「機能合体」の取組が進んでいる

ほか、少子化対策や自殺対策など様々な分野で、協働の取組が進んでいます。 

◆ 主 な 取 組 ◆ 

取組①：自立・活性化に向けた地域づくりの支援 

 
 県は広域自治体として、定住自立圏の形成や、合併市町村、自立市町村、過

疎市町村のまちづくり、機能向上に向けた取組を支援していきます。 

 

【取組事項】 

・財政支援制度、先進的取組など、まちづくりに関する情報の提供、助言 

・市町村への権限移譲の一層の推進 

・市町村振興資金の効果的な運用 

・県独自の交付金制度の創設、運用 

・県地域振興局等による地域づくりの支援 

・民間と協働を推進するための情報提供 
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取組②：県と市町村の協働による地域づくりの推進 

 
○「秋田県・市町村協働政策会議」の場において、県と市町村が双方向で政

策等の提案を行いながら、合意形成に取り組みます。 

 
【秋田県・市町村協働政策会議】 

・県と市町村とが対等な立場で議論し、合意形成に努める場として設置 

・協働政策会議は、県と市町村が県勢発展等を図っていく上でのパートナ

ーであるとともに、対等の関係にあることに十分配慮して運営 

・会議は、地域会、総会、幹事会とする。 

 

【協議する事項】 

・県及び市町村のあり方に関する基本的事項 

・県及び市町村が協働で取り組むべき政策、施策、事業等に関する事項 

・県又は市町村の財政に大きな影響が及ぶ制度、政策等に関する事項 

・県又は市町村に新たな事務が発生する制度、政策等に関する重要な事項 

                              など 

○住民サービスの向上、事務事業の効果的・効率的実施、行政コストの縮減

等を図る観点から、県と市町村が重複して実施している事務事業等につい

て、双方合意のもとに「機能合体」を推進します。 

 

【機能合体】 

・県・市町村が重複して実施している事務事業等について、双方が連携し、

又は一体化して処理に当たること 

 

【機能合体の形式】 

・県・市町村による協定等の締結 

・県・市町村による協議会、一部事務組合等の組織の設立 

・職員の派遣  など 

 

【機能合体対象業務】 

・観光振興業務、地方税徴収対策、福祉・保健分野等の各種相談業務、 

消費生活相談、職員研修、下水道事業、道路の維持管理   など 
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◆方向性②◆ 行政と多様な主体との協働の推進 

行政は多様な主体をパートナーとして、相互の役割分担の明確化を図りながら、

様々な課題解決に向けて一体となった取組を推進します。 

 

○目指す成果（平成２５年度末） 

 行政職員の「協働」に対する理解が促進されているほか、ＮＰＯ等との意思疎通

が充分に図られており、様々な施策の推進において最適な主体との協働が進んでい

ます。市町村においても協働の取組が進んでいます。 

◆ 主 な 取 組 ◆ 

取組①：県と企業との包括協定の推進 

 
個性と活力に満ちた地域づくりを目指し、行政だけでなく、県民やＮＰＯ、

企業などとのパートナーシップによる地域社会づくりを進めるため、本県独自

の地域課題の解決や住民サービスの向上に資する「秋田型包括協定モデル」に

よる実践活動を展開します。 

 

【取組事項】 

・既に包括協定を締結した企業との 

持続性のある新たな取組の実践 

・専門技術、マーケティング力、ネット 

ワーク力を有する民間企業（小売業、 

運輸、交通、通信業など）との包括協 

定の締結 

・多様な主体の参加による高齢者支援モ 

デル等の取組 
 

秋田県と企業の包括協定の締結 
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取組③：行政施策や計画等への反映 

 
ＮＰＯやコミュニティ組織などの提案や意見を環境や景観、まちづくりなど

の行政施策に反映させる仕組みを充実させるとともに、ストラテジック・パー

トナーシップにもとづく地域の住民・企業・ＮＰＯ等と行政が一体となった地

域計画づくりを推進するなど、県民主役・県民参加の行政運営の手法を広げま

す。 

 

【取組事項】 

・「待ち」から「攻め」の体制で、ＮＰＯやコミュニティ組織などの有益・建

設的な提案・意見等を聴取し、その実現に向けて共に考え、関係セクショ

ンや関係機関につなぐ窓口の設置 

・各種計画づくりにおいて、行政がコーディネート役に徹し、地域の住民・

企業・ＮＰＯ等が主役となってまちづくり計画づくりなどを推進する、ス

トラテジック・パートナーシップの導入検討 

取組②：官民協働の一層の推進 

 
地域づくりの主体が県民であるとの認識のもと、県民・ＮＰＯ・企業・県・

市町村などが参加した討議を経て、共通した理解のもとで、官民共通の協働推

進のための行動指針「協働活動推進計画（仮称）」を策定します。 

また、県や市町村職員の協働等に関する一層の理解の促進を進めます。 

 

 

【取組事項】 

・「協働活動推進計画（仮称）」を県民・ＮＰＯ等とのワークショップの開催、

公募等によるワーキンググループの設置による検討、県民ミーティングな

ど、県民参加型で策定 

・「協働活動推進計画（仮称）」には、県民が協働に取り組んだり、民間同士

が協働の取組を進める際に必要なルールを明記 

・「秋田県協働推進ガイド」等を活用した行政職員研修会の充実 

・行政職員が地域のコーディネーターとなるための研修の実施 

・本県の将来を支える子どもたちの育成に向けた県内企業等との協働による

教育活動の展開 
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